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長寿医療研究開発費 平成３０年度 総括研究報告

非がん疾患のエンドオブライフ・ケアに関するガイドライン(仮)作成に関する研究

（３０‐２０）

主任研究者 荒井 秀典 国立長寿医療研究センター 病院長

研究要旨

国内での人生の最終段階（エンドオブライフ: EOL）の医療・ケアについては、主に

がん患者を中心とした緩和ケアを中心に発展してきたが、その一方で、国内の非がん疾

患の EOLにおける疼痛の評価法や治療・ケアのあり方についての検討が遅れている状況

にある。超高齢化により認知症、慢性心・呼吸器疾患等がん以外の疾患により EOLを迎

える高齢者が増えており、特に非がん患者へのエビデンスに基づく評価法や治療・ケア

の方策の検討は喫緊の課題となっている。 

平成 28 年、29 年度の当センター及び東京大学加齢医学講座メンバーを中心とした長

寿医療研究開発費研究班「非がん疾患のエンドオブライフ・ケアに関するエビデンス：

系統的レビュー(28-41)」では、人生の最終段階における非がんの主疾患（認知症、臓

器不全、神経変性疾患）における医療・ケア介入についての 10の重要臨床課題と 25の

clinical question(CQ)に対し、国内外のエビデンスを Minds2014に従って抽出し、1次

スクリーニング、構造化抄録作成、バイアスリスク評価を経てエビデンス総体の作成を

行った。これまで抽出された内容を把握した上で、ガイドライン作成に十分と考えられ

るため、平成 30 年、31年度は組織を新しくし、ガイドライン作成を計画した。
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Ａ．研究目的

本研究では、平成 28，29 年度研究事業により得られた国内外の非がん疾患の EOL ケ

アに関する系統的レビューに基づき、ガイドラインを作成する。国内での文化的、社会

的要因を考慮した上での今後の EOL ケアのあり方について科学的に評価が可能となり、
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今後国内で必要とされる研究及び実践内容が明確となる。 

Ｂ．研究方法

平成 28 年、29 年度の当センター及び東京大学加齢医学講座メンバーを中心とした

長寿医療研究開発費研究班「非がん疾患のエンドオブライフ・ケアに関するエビデン

ス：系統的レビュー(28-41)」では、人生の最終段階における非がんの主疾患（認知

症、臓器不全、神経変性疾患）における医療・ケア介入についての 10 の重要臨床課

題と 25 の clinical question(CQ)に対し、国内外のエビデンスを Minds2014 に従っ

て抽出し、1 次スクリーニング、構造化抄録作成、バイアスリスク評価を経てエビデ

ンス総体の作成を行った。このエビデンス総体を確認し、ガイドライン作成に十分な内

容と判断され、平成 30年、31年度はガイドライン作成を開始した。平成 30 年度は平成

28 年、29 年度長寿医療研究開発費研究班「非がん疾患のエンドオブライフ・ケアに

関するエビデンス：系統的レビュー(28-41)」で作成されたエビデンス総体をもとに、

研究班及び外部研究協力者によって、全 CQ に対する推奨文を作成する計画とした。

（倫理面への配慮）

人を対象とする医学系研究に関する倫理指針に従い、研究遂行する。本研究では個人

情報は扱わない。

Ｃ．研究結果

エビデンス総体をもとに平成 30 年 8 月末までに 25 全ての CQ に対する推奨文を作成

した。平成 30年 9月 14日に行った班会議では、CQのうち、12の foreground questions

について内容を検討し、その後改訂を行った。残りの background questions について

は抽出された論文のみでは内容的に不十分な項目があるため、ハンドサーチでの論文を

さらに追加し、推奨文の改訂を継続している。 

ガイドラインの作成は継続し、当センターと東大加齢医学講座メンバーがコアとなり

作成するが、平成 31 年度は外部有識者から構成する査読委員会を上部組織として構成

する。また、非がん疾患の EOLケアのガイドラインについては、国内では初めてとなる

ため、関連する団体による査読、一般の方を含めたパブリックコメントを経てガイドラ

インを作成する。コアメンバー、外部評価委員は以下のメンバーにより構成する計画と

した。 
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Ｄ．考察と結論

これまで国内では、平成 19 年の厚生労働省の終末期における決定プロセスに関する

ガイドラインをはじめとして、各学会、団体からガイドラインが発表されている。この

一方で、臨床実践における、特に非がん患者へのケアの評価法、ケアの実践法について

は、明確なよりどころがない状況である。このため、今回、本研究により、国内外の EOL

ケアに関するエビデンスの集積とガイドラインが作成されることにより、国内での文化

的、社会的要因を考慮した上での、今後の EOLケアのあり方について科学的に評価が可

能となり、今後国内で必要とされる研究内容が明確となり、実践における有用な内容と

なると考えられる。さらにここで得られる結果は、平成 26 年度から厚労省により開始

されている、「人生の最終段階における医療体制整備事業」の必要性を裏付けるデータ

が提供できる。
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